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令和４年４月１日以降、新たに年金制度に

加入する方や年金手帳の紛失等により再発

行を希望する方には、年金手帳ではなく

「基礎年金番号通知書」が発行されます。

既に年金手帳を持っている方にはこの通知

書は届きませんので引き続き手帳を大切に

保管してください。 

   

これまでは高卒者など 20歳未満の従業員

を雇い入れた場合は年金手帳が会社に届い

ていましたが、基礎年金番号通知書は本人

の自宅に送付されます。 

就業規則で採用時に提出を求める書類に年

金手帳と定めている場合は、「年金手帳ま

たは基礎年金番号通知書」と規定を改める

か、またはマイナンバーが導入されていま

すので、マイナンバーがわかるものを提出

して貰えば年金番号についての提出は省略

することも可能です。 

 

 

法改正も続き、就業規則の見直しのご依頼

を多く頂きますが、折角しっかり作成して

もその後の対応を誤ると全く役に立たない

ものになってしまう場合があります。 

例えば時間外や休日労働を定める 36協定

は労働基準監督署に届け出ることで効力が

発生するため、就業規則も監督署に届け出

ることによって成立すると考える方が多い

のですが、就業規則が有効となるのは、

「労働者に周知した時期以降で当該規則に

施行期日として定めた日」以降となりま

す。ですから「周知」されていない就業規

則は無効であり、そのなかの条文を適用す

ることは出来ません。 

「周知」とは労働者が見たいときに見られ

るようにしておくことを言います。具体的

には次の３つの方法が示されています。 

①事業所の見やすい場所に掲示、又は備え

付ける 

②書面で従業員に交付する 

③パソコンやサーバー等に保存し、いつで

も見られる状態にしておく 

「社長の机の鍵のかかった引き出しに入れ

ている」では周知しているといえませんの

でご注意ください。 
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加給年金が支給される人（この場合夫と

する）は、原則として厚生年金を 20年以

上掛けている方で、65歳到達時点（また

は定額部分支給開始年齢に到達した時点）

に生計を維持している 65歳未満の配偶者

（妻）や子（18歳の年度末までの子、ま

たは 20歳未満の障害状態にある子）がみ

える場合です。 

まず生計を維持しているとは、夫と生計

を同じくしていて、前年の妻の収入が 850

万円未満または所得額が 655万 5千円未満

であることです。ただし、収入や所得が上

記の金額を超えても定年退職等によってお

おむね５年以内に収入や所得が低くなるこ

とが就業規則や雇用契約書などから確認す

ることができれば加給年金は支給されま

す。  

改正前は、この加給年金の対象になる妻

が 20年以上掛けた厚生年金（老齢年金

等）を支給されるようになると夫の加給年

金は支給されなくなりますが、妻が雇用保

険の基本手当をもらっている場合で妻の年

金が全部止められている場合などは、夫の

加給年金は支給されていました。 

 改正後の令和４年４月１日からは、夫婦

ともに 20年以上の厚生年金を支給される

権利があるときは、妻の年金が全部もらえ

ない期間中も、夫の加給年金は支給されな

いことになりました。ただし経過措置が設

けてあり、改正の前日（令和４年３月 31

日）時点で、妻の年金が全部もらえないこ

とにより夫が加給年金をもらっている場合

は、４月以降も引き続き支給されます。 

 

●在留資格「特定技能」14分野を 12分野

へ再編     （４月２７日）━━━ 

政府は外国人の在留資格「特定技能」の分

野を 14から 12に再編することを閣議決定

しました。特定技能には農業や介護、建設

などの 14分野あり、そのうち製造業に関

する３分野（産業機械製造業、素形材産

業、電気・電子情報関連産業）を１つに統

合（製造業）しました。受入れの上限人数

については従来の３分野の上限（合計約３

万１千人）を維持するとし、５月中に実施

する予定です。 

●社会人２年目からの住民税 

（５月１日）━━━ 

 社会人１年目に住民税がかからないの

は、基本的に前年の収入がこの基準に満た

ないことが理由です。２年目になると１年

目の収入がありますから、住民税が課税さ

れることになるのです。住民税は会社員な

ら給料から天引きされるため、あまり意識

されていないかもしれませんが、社会人と

して、そのしくみは知っておきたいもので

すね。詳しくは、税理士までお尋ねくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務の都合により、来月号は休刊とさ

せていたきます。宜しくお願いしま

す。  

     

 

加給年金の支給停止ルール見直し 

 

雇用管理ニュース 



 

 

４月からヤマダ電機など大手３社の労使で

結んだ労働協約が、同業他社にも適用され

る「地域的拡張」が 32年ぶりに実行され

ました。そのため茨城県内すべての大型家

電量販店で正社員の年間休日が 111日とな

り、仮に休日が 111日未満となった場合不

足分に対して 35％分の休日割増賃金が発

生する厳しい規定も同時に設けました。こ

の「労働協約の地域的拡張」は、労働組合

に加盟していなくても同種の労働者であれ

ば一律に適用されることになります。 

まず「労働協約」とは使用者と労働組合が

締結する書面協定で、そこで協定された労

働条件は個々の組合員と使用者との労働契

約を規律します（有効期間上限は３年）。

労働組合は組合員を代表して労働協約を締

結するため、通常であれば当該協約の内容

は組合員だけが適用されますが、労働組合

法には２つの例外が認められています。第

17条による「事業場単位の一般的拘束力

制度」と、第 18条による「地域単位の一

般的拘束力制度」があります。第 17条に

よるものは一般に浸透しており、１つの事

業場で４分の３以上の同種の労働者が１つ

の労働協約の適用を受けるに至った場合に

は、組合員でない他の同種の労働者にも当

該協約が「拡張適用」される制度で多くは

企業別組合で利用されています。次に今回

の地域単位の一般的拘束力制度は、企業を

超えて同じ地域の同種の労働者の大部分が

１つの労働協約の適用を受けるに至った場

合に、労働委員会の決議と厚生労働大臣ま

たは都道府県知事の決定により、同じ地域

の同種の労働者にもこの労働協約が拡張適

用されるというものです。今回ＵＡゼンセ

ンが積極的にこの制度を取り込み、非常に

広い範囲の地域に労働協約の拡張適用を実

現しました。 

労働協約の地域的拡張（労働組合法第 18 条）の

しくみ 

 

「地域的拡張」はもともと業種別の労働協

約で同一労働同一賃金を定めてきたドイツ

やフランスのジョブ型雇用システムと表裏

一体で発達してきた経緯があります。 

ドイツやフランスなど欧州各国ではこちら

が主流であり、特にフランスでは組合の組

織率は８％ほどですが、98％以上の労働者

が労働協約の適用下にあります。今までこ

の制度は企業の壁を乗り越えることになる

ため、日本企業では適用されにくくなって

いました。ただしこの５年ほど日本でもジ

ョブ型雇用の導入を促しています。この国

際標準のジョブ型がシステム開発など賃金

や開発費用の国際比較が容易なジョブで処

遇改善の機運が高まることになると、企業

横断的な労働協約が活用され、日本の組合

も今後、企業を超える影響力の拡大に向か

うことも考えられます。 

 

労働協約の拡張３２年ぶり適用 


